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特別調査 結果の概要 

－市内企業の今後の経営方針について－ 

 

特別調査回収数３５２社 （回収率：３７．６％） 

 市内本社企業 市外本社企業 

 大企業 中堅企業 中小企業  
合 計 

製造業 
１８ 

（４１） 

２１ 

（４９） 

１０９ 

（２６０） 

１３ 

（６０） 

１６１ 

（４１０） 

非製造業 
３３ 

（６２） 

８８ 

(１９５) 

４７ 

（１６７） 

２３ 

（１０２） 

１９１ 

（５２６） 

合 計 
５１ 

（１０３） 

１０９ 

（２４４） 

１５６ 

（４２７） 

３６ 

（１６２） 

３５２ 

（９３６） 

 注 下段の（ ）内は発送企業数 

  

＊ 質問項目 

現在（過去５年間を含む，以下「現在」と略す）の経営と今後（５年間，以下「今後」と略す）の経営

方針について以下の①～⑥までの経営方針について，Ａ，Ｂどちらに当てはまるか（もしくは近いか）質

問した。 

 Ａ Ｂ 

①事業内容 本業（現在の事業）の強化 多角化 

②取引先（販売先） 主要取引先（販売先）中心に取引 取引先（販売先）を多様化 

③組織体制 既存組織の継続もしくは機構改革等で対応 分社化 

④技術開発 自社のみで技術開発 他企業との共同研究・共同開発 

⑤人的資源 社内の人材育成を中心とする 外部からの人材調達の割合を高める 

⑥資金調達 銀行からの借入れを中心とする 株式，社債，キャッシュフローの比重を高める

 

①事業内容 

事業内容についてみると(図１，回答企業348社)，現在は90.8％の企業が「本業（現在の事業）の強化

（以下，「本業強化」と略す）」を選択している。今後も「本業強化」が「多角化」を上回っているが，「多

角化」が9.2％から 27.4％に増加している。 

規模別にみると，大企業は現在と今後に変化は見られない。一方，中堅企業，中小企業，市外本社企業

は今後「多角化」の割合が増える方向にあり，特に中堅企業，中小企業は約３割が「多角化」となってい

る。 
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65.6
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95.4
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34.4

11.1

27.4

13.7

13.7

4.6

27.5

100 80 60 40 20 0 20 40 60 80 100

本業（現在の事業）強化 多角化％

図１ 現在と今後の経営方針（全体，規模別） 

      

各企業が現在選択している経営方針を今後続けるか，変更するかについてみると（図２），現在「本業強

化」を選択している企業については，76.3％が今後も「本業強化」を目指している。現在「多角化」を選

択している企業も65.6％が今後も「多角化」を選択している。このように，事業内容については約７割の

企業が現状の経営方針を今後も採りつづける結果となった。 

 

図２ 経営方針（事業内容）の変化 

 

今後の経営方針を進める上での経営上の課題についてみると（図３，選択２つまで），「本業強化」を選

択した企業は，｢技術・研究開発力の向上｣が 27.4％と最も多く，ついで｢コア・コンピタンス
※
の向上｣

（23.4％），｢社員の能力の向上｣（21.8％）が続いている。他方，「多角化」を選択している企業は，｢情報

ネットワーク力の強化｣が 26.3％と最も多く，｢人材確保｣（22.1％），｢コア・コンピタンスの向上｣（21.1％）

が続いている。 

大企業 

中小企業 

市外本社企業 

中堅企業 

全体 
上段が現在

下段が今後

23.4

65.6

11.4

28.6 26.2

60.0

27.2

88.2

15.2

33.3

76.3

31.3

88.6

71.4 73.8

40.0

72.1

5.9

84.8

66.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

本業強化 多角化 本業強化 多角化 本業強化 多角化 本業強化 多角化 本業強化 多角化

全体 大企業 中堅企業 中小企業 市外本社企業

本業強化(今後)

多角化(今後）

無回答

現在の経営方針
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32.5

66.7

36.1
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75.9

30.6

54.9

19.6

67.9
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67.5

33.3

63.9

27.6

100 80 60 40 20 0 20 40 60 80 100

主要取引先(販売先）中心に取引 取引先(販売先）多様化％

図３ 経営上の課題（選択２つまで） 

      ※ コア・コンピタンス：企業内の経営資源を上手に使いこなす能力 

 

②取引先（販売先） 

取引先（販売先）についてみると(図４，回答企業348社)，現在は 72.4％が「主要取引先（販売先）中

心に取引（以下，「主要取引先中心」と略す）」としているが，今後は「取引先（販売先）多様化（以下「取

引先多様化」と略す）」が27.6％から 67.9％に増加している。このように，取引先は主要取引先依存では

なく多様化の方向に向かっている。 

 規模別に見ると，今後は中堅企業で75.2％，中小企業で65.4％が「取引先多様化」と回答しており，大

企業よりも高い割合となっている。 

図４ 現在と今後の経営方針（全体，規模別） 
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各企業が現在選択している経営方針を今後続けるか，変更するかについてみると（図５），現在「主要取

引先中心」と回答している企業のうち 55.6％が今後「取引先多様化」に変更すると回答している。一方，

現在「取引先多様化」を選択している企業はそのほとんどが今後も引き続き「取引先多様化」と回答して

いる。 

図５ 経営方針（取引先）の変化 

  

今後の経営方針を進める上での経営上の課題についてみると（図６，選択２つまで），「主要取引先中心」

を選択した企業の 48.6％が｢主要取引先との関係｣を課題としてあげているのに対し，「取引先多様化」を

選択した企業は48.5％が｢販売ネットワーク力の強化｣を課題としてあげている。 

図６ 経営上の課題（選択２つまで） 
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③組織体制 

 組織体制についてみると(図７，回答企業343 社)，現在は 94.5％が「既存組織の継続もしくは機構改革

等で対応（以下「既存組織で対応」と略す）」としているが，今後は「分社化」が5.5％から 17.5％に増加

しており，数は多くないが分社化指向がうかがえる。 

規模別では，大企業の３割が，また市外本社企業の２割が今後「分社化」すると回答しており，中堅企

業，中小企業でも割合は低いが「分社化」の指向がみられる。 
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全体 大企業 中堅企業 中小企業 市外本社企業

主要取引先(今後)

多様化(今後）

無回答

現在の経営方針
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既存組織の継続もしくは構造改革等で対応 分社化％

図７ 現在と今後の経営方針（全体，規模別） 

各企業が現在選択している経営方針を今後続けるか，変更するかについてみると（図８），現在「既存組

織で対応」を選択している企業の14.8％が「分社化」と回答している。 

規模別では，現在「既存組織で対応」としている大企業の26.7％が今後「分社化」と回答しており，ま

た中小企業でも14.1％が今後「分社化」を選択している。 

図８ 経営方針（組織体制）の変化 

 

今後の経営方針を進める上での経営上の課題についてみると（図９，選択２つまで），「既存組織で対応」，

「分社化」を選択した企業どちらについても｢社員の能力の向上｣，｢人材確保｣，｢人的ネットワーク力の強

化｣の順で多くなっている。 
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図９ 経営上の課題（選択２つまで） 

 

④技術開発 

技術開発についてみると（図10，回答企業307 社），現在は77.9％が「自社のみで技術開発（以下「自

社開発」と略す）」としているが，今後は「他企業との共同研究･共同開発（以下，「共同開発」と略す）」

が22.1％から 52.4％に増加している。技術開発を通し，他企業とのネットワークが広がる傾向がみられる。 

規模別では，どの規模をみても，今後「共同開発」と回答した企業が増加しており，今後全規模にわた

って企業連携の動きが活発になると思われる。 

図10 現在と今後の経営方針（全体，規模別） 

 

各企業が現在選択している経営方針を今後続けるか，変更するかについてみると（図 11），現在「自社

開発」を選択している企業の39.3％は今後「共同開発」を選択している。一方，現在「共同開発」を選択
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している企業はほとんどが引き続き「共同開発」を選択している。 

図11 経営方針（技術開発）の変化 

 

今後の経営方針を進める上での経営上の課題についてみると（図12，選択2つまで），「自社開発」，「共

同開発」を選択したいずれの企業についても「技術・研究開発力の向上」が最も多い課題としてあがって

いる。それに続く課題として，「共同開発」は｢情報ネットワークの強化｣，｢情報・ノウハウ提供機関の整

備｣と情報面での課題をあげている企業割合が「自社開発｣よりも高い｡ 

図12 経営上の課題（選択２つまで） 

 

⑤人的資源 

人的資源についてみると（図13，回答企業345社），現在は93.6％が「社内の人材育成を中心とする（以

下，「社内育成」と略す）」としている。今後は「外部からの人材調達の割合を高める（以下，「外部調達」

と略す）」が現在の6.4％から 40.7％まで増加しており，人的資源を外部に求める傾向が強まるとみられる。 

規模別でみると，全規模で今後「外部調達」の割合が高くなっているが，特に中小企業は48.1％と，高

い割合となっている。 
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図13 現在と今後の経営方針（全体，規模別） 

 

各企業が現在選択している経営方針を今後続けるか，変更するかについてみると（図 14），現在「社内

育成」を選択している企業の 37.5％が今後「外部調達」に経営方針を変更する予定となっている。一方，

現在「外部調達」を選択している企業は81.8％が引き続き「外部調達」を選択している。 

規模別では，中小企業で現在「外部調達」を選択している企業のすべてが引き続き「外部調達」を選択

し，また現在「社内育成」を選択している企業も45.3％が今後「外部調達」と回答している。 

図14 経営方針（人的資源）の変化 

 

今後の経営方針を進める上での経営上の課題についてみると（図 15，選択 2 つまで），「社内育成」，「外部調

達」を選択したいずれの企業も，「社員の能力の向上」（各 71.1％，54.3％），「人材確保」（各 38.2％，

44.3％）の順であげている。ただし，3 つ目に多い課題としては，「社内育成」が「教育訓練費の上昇」

（18.1％）であるのに対し，「外部調達」は｢人的ネットワーク力の強化｣（20.7％）となっている。 
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銀行からの借入を中心とする 株式，社債，ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの比重を高める

図15 経営上の課題（選択2つまで） 

 

⑥資金調達 

資金調達についてみると(図 16，回答企業331社)，現在は82.8％が「銀行からの借入を中心とする（以

下，「銀行中心」と略す）」としている。今後は「株式，社債，ｷｬｯｼｭﾌﾛｰなどの比重を高める（以下「株式

など」と略す）」が17.2％から 35.0％に増加している。 

規模別では，大企業と市外本社企業で今後「株式など」の割合が高くなっているが，中小企業でも今後

「株式など」の割合が増加している。 

図16 現在と今後の経営課題（全体，規模別） 

 

各企業が現在選択している経営方針を今後続けるか，変更するかについてみると（図 17），現在「銀行

中心」を選択している企業の21.2％が今後「株式など」を選択している。一方，現在「株式など」を選択
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している企業はすべて，今後も「株式など」を選択している。 

規模別では，現在「銀行中心」を選択している大企業の約４割が，また市外本社企業の約３割が今後「株

式など」を選択している。 

図17 経営方針（資金調達）の変化 

 

今後の経営方針を進める上での経営上の課題についてみると（図18，選択2つまで），「銀行中心」，「株

など」を選択したいずれの企業も「資金調達・運用力の確保」，「財務内容などの情報開示」の順で課題を

あげている。ただし，「財務内容などの情報開示」については，「株式など」が「銀行中心」よりも14ポイ

ント高い。3つ目に多い課題としては，「銀行中心」が「関連会社の支援」（17.3％）であるのに対し，「株

式など」は｢資本市場の整備｣（19.1％）となっている。 

図18 経営上の課題（選択2つまで） 
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